
物価高騰が止まりません。日銀が発表した１０

月の国内企業物価指数も統計開始以来、過去最高

の値となっています。一刻も早い物価高騰対策が

必要です。 

世界でもインフレは深刻です。99 の国・地域

では国民の負担軽減のために、日本の消費税にあ

たる付加価値税を引き下げる政策を取っていま

す。 

ドイツでは、天然ガスや地域熱供給にかかる付

加価値税を 19%から７％に減税。ドイツ政府は、

税負担軽減分を消費者に全額還元するよう事業

者に求めています。ベルギーでは、電気・ガスに

かかる付加価値税を、21％から 6％に引き下げる

支援策を来年 3月まで延長しています。 

日本でも消費税を引き下げて負担軽減を図る

べきです。ご一緒に声を上げましょう。 

岸田政権は物価高の最中に年金を引き下げ、75歳以上の病院窓口負担を 2倍にしました。

さらに 5 兆円を超える軍事費を 5 年間で 12 兆円規模にすることを明言し、財源確保のた

めに増税を検討しています。政府有識者会議では、財源に関して「幅広く負担してもらう

ことが大切」といった意見も出されています。 

国民を守ると言いながら、国民生活を無視した増税を行うべきではありません。いま必

要なのは大増税とセットの軍事力強化ではなく、くらしと営業を守るための政策です。 

止まらない物価高 
いま必要なのは消費税減税 
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軍事費のための増税ＮＯ！ 

消費税は下げられる 


